
●GATSBY CREATIVE AWARDS
　（最終審査会･授賞式1月）
●関西私大との「ギャツビー」広告
　コミュニケーション企画の審査（10月）
●中学生を対象とした「職場体験学習」（5･6月）
●堺アセアンウィークの支援（10月）

●2016年4月熊本地震 
　災害義援金と支援物資の寄付
●本社で献血活動に参加（8月）
●本社でコンサートを開催（7･1月）
●車いすアスリート
　廣道純氏への支援

●釧路市阿寒タンチョウ鶴愛護会への支援
●「大阪マラソン“クリーンUP”作戦」
　に参加（10月）
●「鎮守の杜フェスタ」へ協賛（6月）
●福崎工業団地内 一斉清掃に参加（5月）
●福崎工業団地内 交通安全立番に参加（9月）

〈評価できること〉
　今年、創立90周年を迎えるマンダムでは、未来を見据えて企
業理念体系を見直しました。本レポートは、「健康と清潔と美を通
じて、奔放に大胆に、あなたの日常を発見と感動で満たす『人間
系』企業」というマンダムグループの新たな理念のもとでつくら
れた初めてのレポートです。企業理念とともに刷新された

「MANDOM PRINCIPLES」（P.09）には、「社会との共存・共生・
共創」が追加されました。グローバル企業にとって重要なのは、各
地域の特性に合わせた製品づくりだけでなく、多様な価値観を
持つ各地域社会のステークホルダーと向き合い共生する姿勢を
持つことです。今回、社員が遵守すべき原則である「MANDOM 
PRINCIPLES」に「社会との共存・共生・共創」が加えられたこと
は、海外での売上高が40％以上を占めるマンダムグループが本
業を通じたCSRを進める上で非常に有益な判断だったと思いま
す。
　今回のレポートで最も評価したいのは、CSR重要課題と持続可
能な開発目標（SDGs）との関連性、2016年度の活動内容、長期
目標、今後の活動方針などが一覧表の形で示された点です

（P.15～19）。2015年、マンダムはCSR推進部を新設するととも
に、「国連グローバル・コンパクト」に署名してグローバル・コンパ
クトが提唱する4分野10原則への支持を表明しました。その際、
CSR重要課題を特定したことで取り組みが大きく前進しました
が、今回、2017年2月にCSR重要課題を更新・改訂してSDGsと
の関連性を示すと同時に長期目標を設定したことで、グローバ
ルな水準でマンダムグループがPDCAを回し、CSRを持続的に
推進していく体制が整ったといえるでしょう。
　また、長期目標や今後の活動方針についても意欲的な姿勢が
見て取れます。たとえば、環境目標の項目では、「生物多様性の保

全」に関する長期目標として、2027年までに原料の起源となる
パーム油の全量を認証パーム油にし、そこに至る過程の2020年
までに最多のパーム油由来原料の全量をRSPO認証油とするこ
とが方針として明記されています。さらに、「脱炭素社会にむけた
取り組みの推進」に関する今後の方針として、企業が直接排出し
たCO2（スコープ1）や間接的に排出したCO2（スコープ2）に加
えて、バリューチェーン全体で排出したCO2（スコープ3）に算出
範囲を拡大することが明記されています。特集01（P.21）で馬場
氏が述べているように、全社・各事業部が改善すべき点を探しあ
てるためにも、CO2排出の全体像を「見える化」することは重要
です。スコープ3の把握にはデータの制約等もあり躊躇する企業
が多い中で、常に本質に立ち返り、必要なことであればチャレン
ジしようとするマンダムの姿勢を高く評価したいと思います。

〈期待したいこと〉
　この2年間で、マンダムのCSR活動は飛躍的な進化を遂げま
した。次年度は、グローバル水準を意識しながらCSR活動をブ
ラッシュアップしていただくことを期待します。たとえば、グロー
バルに事業を展開する上では国内外のサプライチェーン全体と
して社会的責任を果たす必要があります。現在、国内の1次サプ
ライヤーを対象としている調達先CSRガイドラインの遵守の範
囲を2次・3次サプライヤーや海外のサプライヤーへと拡大して
いくべきだと思います。また、WEB開示の範囲となりますが、マ
ンダム単体での女性管理職比率はこの5年間ほぼ横ばいです。
グローバル企業において多様性の確保（ダイバーシティ＆イン
クルージョン）は重要な課題となりますので、改善に努めていた
だきたいと思います。

　2016年度は、パリ協定の発効、サプライチェーンの人権･労働問題への対応、ESG投資の拡大など、2015
年度に引き続き、話題の絶えない年になりました。こうした世界の潮流も踏まえて、今回のレポートでは、マン
ダムグループのCSR重要課題とSDGsとのつながり、日経BP社の馬場さまのご協力による自主勉強会とダイ
アログの様子などについてお伝えしています。
　わたしは、インドネシア、シンガポール、マレーシアの赴任生活で、パーム農園などの焼畑による煙害（ヘイズ）
の状況を経験しました。この問題を考える際には、CO2排出や大気汚染などの環境問題のみでなく、その背景
にある貧困問題やこれまでの経済優先の考え方の問題についても考えなければなりません。しかし、こうした背
景にある複雑な問題は、日本国内で普通に生活しているだけでは気付かず、正しく理解することはできません。
　社会・環境問題のほとんどは、わたしたちが問題を正しく理解し、足並みをそろえて改善に努力すれば、いつ
か必ず変えられると信じています。ただし、わたしたちが「いったい何をすべきなのか」については、自分たちが
知っている情報だけで判断すべきではありません。わたしたちは、社外の方々にご協力をいただきながら、広
く世界からの情報を集め、多様な意見に耳を傾けなければならないのです。
　わたしたちは、新しい理念体系で「人間系企業」を謳っています。この理念の中には「人に対して優しい」とい
う意味も含まれています。「人に優しい」ためには、環境に対しても優しくなければなりません。マンダムグルー
プの理念である「人間系企業」の実現にむけたわたしたちの事業活動と日々の考働を通じて、広く社会からの
期待・要請に応えながら、今後も持続可能な社会の実現にお役立ちしてまいります。
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「考働レポート2017」の記述を踏まえ、
株式会社マンダムおよび国内外の関係会社の活動に関して、
第三者意見を述べます。
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コミュニティへの参画およびコミュニティの発展

　マンダムインドネシアの事業展開の一つとして、小袋化
や小型化など商品のサイジングを工夫することにより、現
地のBOP層の生活者でも買いやすい価格で購入できる
ような商品を提供しています。
　男性用では、「ギャツビー」のウォーターグロスやヘアク
リームなどヘアスタイリング剤のサチェット（小袋）商品、
女性用では、インドネシアの人気メイクアップブランドの
一つである「ピクシー」ブランドからそのままでも使用で
きるようにパフを同梱したツーウェイケーキのレフィル

（つめかえ）などを製造･販売しており、現地のBOP層や地
方エリアなど幅広い生活者に受け入れられています。
　こうしたBOP市場むけの商品は、生産国のインドネシ
アのみでなく、フィリピンやインドシナエリア、遠くは西南

アジアやアフリカなどにも輸出しており、現地のBOP層
の生活者へのお役立ちのみでなく、現地の化粧品市場や
流通網の拡大にも貢献することを目指しています。

　マンダムインドネシアでは、現地の教育委員会と協働し
た取り組みとして、ジャカルタおよびその近郊にあるマー
ケティング専門の高等学校（約20校）でビジネス実習研
修を実施しています。
　この研修を通して、生徒たちはビジネスに必要なスキ
ルやマナーを学ぶとともに、マーケティング実習として、
校内にある売店を使用して商品の仕入れから販売までの
実務を、数カ月間実施します。
　実施後には、社員を参加校ごとに派遣して生徒たちと

一緒に総括を行うとともに、コンクールの表彰なども行っ
ています。

　当社のインドネシア連結子会社であるマンダムインド
ネシア（会社名：PT MANDOM INDONESIA Tbk、
1993年9月ジャカルタ証券取引所へ上場）においても、
人権、労働、環境、腐敗防止に配慮したCSR活動を推進し
ています。詳しくは、マンダムインドネシア公式WEBサイ
トをご参考ください。

■ 海外での取り組み

■ 日本国内でのその他の社会貢献活動

BOPビジネス※の展開

インドネシアの教育委員会との取り組みによるビジネス実習研修

インドネシアでのその他のCSR活動

マンダムインドネシア公式WEBサイト
CSR情報（英語版）

マンダム公式WEBサイト

●コミュニティへの参画および発展CSR情報

※BOPビジネス：途上国におけるBOP層（Base of the Economic Pyramid
層）を対象（消費者、生産者、販売者のいずれか、またはその組み合わせ）とし
た持続可能なビジネス。BOP層とは、「経済ピラミッドの底辺層」「所得ピラミッ
ドの最下層」の意味で、一人当たり年間所得が購買力平価で3,000ドル以下の
階層であり、全世界人口の約7割である約40億人が属するとされています。


